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●市の人口と世帯数（平成21年4月1日現在）・人口38，086人（男18，118人・女19，968人）・世帯数13，411世帯

106歳の職人技
健康長寿を願って編む「わら草履」
今ソワさん（稲垣町沼崎）【10ページに関連】

■特集1「新年度予算」 2～6ページ
■特集2 繁田小で閉校式 8～9ページ
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平
成
21
年
度
当
初
予
算
編
成
に
当
た
っ
て
は
、

地
方
財
政
計
画
に
お
け
る
地
方
交
付
税
の
2
・

7
％
増
、臨
時
財
政
対
策
債
も
81
・
7
％
増
と
な
っ

て
い
る
も
の
の
、
経
済
状
況
を
反
映
し
た
法
人
税

の
減
収
や
評
価
替
え
に
よ
る
固
定
資
産
税
の
減
収

が
見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
一
般
財
源
の
増
加
は

見
込
め
ず
、
更
に
は
、
国
庫
支
出
金
や
県
支
出
金

が
抑
制
基
調
に
あ
る
た
め
、
歳
入
面
で
は
、
明
る

い
材
料
が
見
え
な
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。
経
常
経

費
の
徹
底
し
た
削
減
の
も
と
政
策
経
費
の
確
保
に

努
め
、
平
成
20
年
度
同
様
、
一
般
行
政
経
費
を
こ

れ
ま
で
以
上
に
削
減
。
そ
の
他
の
経
費
に
つ
い
て

も
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
か
ら
積
み
上
げ
、
施
策
の
効
果
や

市
民
の
目
線
に
立
っ
た
事
業
を
厳
選
し
、
予
算
編

成
に
努
め
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

ま
た
、
歳
出
面
で
は
、
引
き
続
き
当
市
の
5
つ

の
主
要
施
策
で
あ
り
ま
す
「
全
国
的
ブ
ラ
ン
ド
つ

が
る
へ
の
取
り
組
み
」「
農
業
振
興
へ
の
取
り
組

み
」「
ひ
と
づ
く
り
へ
の
取
り
組
み
」「
安
心
・
快
適
・

や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り
へ
の
取
り
組
み
」「
健
全

な
行
財
政
運
営
へ
の
取
り
組
み
」
を
推
進
し
、
市

民
が
安
全
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
市
政
運
営
に
努

め
て
ま
い
り
ま
す
。

　

そ
の
結
果
、
平
成
21
年
度
つ
が
る
市
一
般
会
計

当
初
予
算
は
、
歳
入
歳
出
と
も
、
2
1
5
億
7
千

万
円
と
な
り
、
前
年
度
当
初
予
算
と
比
較
い
た
し

ま
す
と
、
1
億
円
（
0
・
5
％
）
減
の
重
点
配
分

型
予
算
と
し
た
と
こ
ろ
で
す
。

新
年
度
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て

〜
市
長
提
案
理
由
説
明
か
ら
〜

新
年
度
予
算

　

去
る
3
月
6
日
開
会
の
平
成
21
年
第
1
回
つ
が
る
市
議
会
定
例
会
に
お
い
て
、
平
成
21

年
度
つ
が
る
市
一
般
会
計
当
初
予
算
を
は
じ
め
と
す
る
9
の
新
年
度
予
算
が
審
議
・
可
決

さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ
ら
を
合
わ
せ
た
予
算
総
額
は
、
3
4
6
億
6
千
4
5
6
万
4
千
円
。

　

私
た
ち
の
暮
ら
し
に
活
か
さ
れ
る
平
成
21
年
度
当
初
予
算
を
紹
介
し
ま
す
。

特集

7,000万円の内訳一般会計 215億

■自主財源
　市税や使用料、手数料など市が自主的に徴収できる財源をいいます。

■依存財源
　地方交付税や国・県支出金など国や県の意思により額が決められた交付される財源です。

国庫支出金
22億7,603万円
（10.5％）

市税
23億4,779万7千円
（10.9％）

県支出金
10億9,078万6千円
（5.1％）

諸収入
4億2,648万2千円
（2.0％）

地方消費税交付金
3億2,700万円
（1.5％）
地方譲与税
1億8,400万1千円
（0.9％）
その他
1億1,470万4千円
（0.4％）
国有提供施設等
所在市町村助成交付金
3,629万4千円
（0.2％）

使用料及び手数料
3億8,911万7千円
（1.8％）

その他
2億3,090万8千円
（1.1％）

分担金及び負担金
2億408万1千円
（0.9％）

市債
37億280万円
（17.2％）

地方交付税
102億4,000万円
（47.5％）

依存財源
83.3％

自主財源
16.7％

歳 入
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民生費
54億4,646万2千円
（25.3％）

民生費
54億4,646万2千円
（25.3％）

公債費
36億1,866万5千円
（16.8％）

公債費
36億1,866万5千円
（16.8％）

総務費
31億998万3千円
（14.4％）

総務費
31億998万3千円
（14.4％）

教育費
23億9,209万9千円
（11.1％）

教育費
23億9,209万9千円
（11.1％）

土木費
17億7,020万5千円
（8.2％）

土木費
17億7,020万5千円
（8.2％）

衛生費
16億7,951万2千円
（7.8％）

衛生費
16億7,951万2千円
（7.8％）

農林水産業費
16億6,217万3千円
（7.7％）

農林水産業費
16億6,217万3千円
（7.7％）

消防費
14億1,946万2千円
（6.6％）

消防費
14億1,946万2千円
（6.6％）

予備費
3,000万円
（0.1％）

商工費
1億8,205万5千円
（0.8％）

労働費
5,683万5千円
（0.3％）

議会費
2億254万9千円
（0.9％）

一般会計 215億

【 歳　出 】
■民生費
　福祉や年金、医療、保育所
運営などに使われるお金
■土木費
　道路や公園の維持補修や整
備のために使われるお金
■公債費
　市の借入金（市債）の元金
や利子の償還に使われるお金
■総務費
　全般的な管理業務や財政、
財産管理、徴税、選挙などに
使われるお金
■教育費
　小中学校の運営や教育、文
化、スポーツの振興などに使
われるお金
■衛生費
　各種健診や予防接種などの
保健関係、ゴミやし尿の処理
などに使われるお金
■消防費
　消防、防災、災害対策など
に使われるお金
■農林水産業費
　農林水産業の振興や農道な
どの整備に使われるお金
■商工費
　商工業や観光の振興に使わ
れるお金
■議会費
　市議会の運営のために使わ
れるお金
■労働費
　雇用の安定のために使われ
るお金
■予備費
　急を要する予算外の支出に
対応するためのお金

【 歳　入 】
■繰入金
　一般会計、特別会計、基
金の間で相互に運用される
お金
■使用料及び手数料
　市の施設の使用料や住民
票などを交付したときの手
数料など
■分担金及び負担金
　市が行う事業で特定の利
益を得る人などから負担し
てもらうお金
■地方交付税
　地方自治体ごとの財政運
営の均衡をとるため国から
交付されるお金
■国庫支出金・県支出金
　特定の目的の財源として
国・県から交付されるお金
■ 国有提供施設等所在市町
村助成交付金

　米軍が使用する固定資産
について、国が市に対し財
政調整とその補償のため交
付されるお金
■市債
　市が事業を進めるため、
国や銀行から借りるお金
■地方譲与税
　一度国税として徴収され、
その後市町村に分配される
お金
■地方消費税交付金
　市民の皆さんが納めた消
費税の一部を財源として県
から交付されるお金

用語の説明

一般会計予算を
市民 1人あたりにすると

56万4，277円
　　※ 平成21年3月1日現在の人口38，226人

で計算しました

民 生 費 １４２，４８１円
公 債 費 ９４，６６５円
総 務 費 ８１，３５８円
教 育 費 ６２，５７８円
土 木 費 ４６，３０９円
衛 生 費 ４３，９３６円
農林水産業費 ４３，４８３円
消 防 費 ３７，１３３円
議 会 費 ５，２９９円
労 働 費 １，４８７円
商 工 費 ４，７６３円
予 備 費 ７８５円

会計の名称 平成21年度 平成20年度 増減率

一 般 会 計 215億7，000万円 216億7，000万円 ▲0．5％

特 別 会 計 111億2，491万4千円 113億6，189万4千円 ▲2．1％

土 地 取 得 521万6千円 523万4千円 ▲0．3％

農業集落排水事業 7億9，142万円 6億7，133万3千円 17．9％

公共下水道事業 6億6，311万2千円 8億2，866万1千円 ▲20．0％

国民健康保険 54億7，404万2千円 55億5，827万1千円 ▲1．5％

老 人 保 健 583万円 2億9，626万1千円 ▲98．0％

後期高齢者医療 6億1，468万6千円 5億8，726万円 4．7％

介 護 保 険 35億7，060万8千円 34億914万5千円 4．7％

宅地造成事業 ― 572万9千円 皆減

企 業 会 計 19億6，965万円 19億4，598万9千円 1．2％

病 院 事 業 19億6，965万円 19億4，598万9千円 1．2％

合　　　計 346億6，456万4千円 349億7，788万3千円 ▲0．9％

会計別当初予算額
（▲は減）

歳 出
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つがる市農産物ブランド化推進会議補助金 37，600千円
　当市の農産物ブランド化を推進するため、栽培基準の講

習会開催、農産物のＰＲや販売促進、インターネットによ

る販売、キャラクターグッズ等の製作を行います。　

土づくり事業 15，195千円
　環境にやさしい土づくりを推進するため、稲わらを有効

活用した鋤き込み作業等の機械リースの支援を行います。

農業用プラスチック回収対策事業補助金 1，319千円
　農業用廃プラスチックの適正処理に努めるため、運搬や

処理に伴う経費を補助します。　

埋蔵文化財発掘事業 20，843千円
　歴史的遺産や文化財の保護に努めるため、牛潟（1）遺

跡の発掘調査、縄文文化発信を活性化するための亀ヶ岡石

器時代遺跡の試掘調査等を行います。　

市伝統芸能保存協会補助金 500千円
　古くから地域に根ざした伝統と文化の振興を図り、文化

の薫り高いまちづくり活動の補助を行います。

果樹共済加入促進事業補助金 1，272千円

　霜やひょうによる果樹被害の対応策として果樹共済加入

の促進を図り、果樹経営農家安定化に努めます。　

農地・水・環境保全向上対策費 125，567千円

　109の組織が活動する農村環境の良好な保全と質的向上

を図り、農地や水等の環境保全対策に取り組みます。　

県営事業に対する負担金事業 45，447千円

　土地改良事業に伴う屏風山地帯の基幹水利施設の更新整

備やため池整備に取り組みます。　

漁業振興対策事業補助金 1，800千円

　つくり育てる漁業を基本理念に漁場の生産基盤振興を図

るため、クロソイやマコガレイ等の放流事業に取り組みま

す。　

車力漁港漁村再生事業 110，000千円

　漁業推進と漁獲量の向上を図るため、船揚場の整備や魚

礁を製作し、漁業所得の向上に取り組みます。

重点プロジェクト

　農産物を中心とした「食」や美しくも厳しい自然、伝統・
文化など、地域の特性を「つがる」ブランドとして全国発信
し、農業・商工業・観光・文化イベント等、あらゆる分野の
総合的なイメージ戦略に取り組むことで、地域の活性化と郷
土に対する誇りの醸成を図ります。
　特に本市では、メロンをはじめ、優れた農産物が数多く生
産されており、市名「つがる」によるイメージ戦略を展開し
ていくことで、本市の独自性と優位性を確立していきます。

　農産物の大消費地である東京・名古屋・大阪に向けて、安
定的な農産物の供給を行うとともに、つがる市農産物の市内
消費を推進し、生産過程等の情報開示および生産地情報の開
示（生産者・生産地の取り組み情報）の確立に向けた整備を
図ります。
　また、コスト管理の徹底及び販売戦略について市民参加に
より推進していくとともに、農業協同組合などの諸団体と連
携しながら、ＰＲ・イメージアップを図り、販売促進を積極
的に展開します。

全国的ブランド“つがる”への取り組み

農業振興への取り組み
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平成21年度予算における

　次世代を担う子どもを健全に育成するために学校教育に力
を注ぎます。具体的には、適正な学区編成による複式学級の
解消をはじめ、教育指導体制の強化と教職員の研修と充実、
公立学校の校舎建築等により教育環境の質の向上を目指しま
す。
　また、基礎学力の向上と地域の歴史・文化の継承を図るた
めに、読書の推奨と伝統文化継承の拠点づくりを進めるとと
もに、活発なスポーツ活動を促進します。

コミュニティ助成事業 19，700千円
　コミュニティ活動に助成を行い、地域コミュニティの健
全発展を推進できるように取り組みます。

姉妹都市国際交流事業 17，155千円
　国際化時代に対応できる人材を育成し異文化や価値観の
違いなど相互理解を深めるため、姉妹都市交流の推進を行
います。

学校教育活動支援員配置 12，300千円
　教育指導体制を強化するため、学校に特別教育支援員（ス
クールサポーター）を配置し、学校教育推進に努めます。

向陽小学校建設事業 70，064千円
　教育環境を整備するため、校舎、体育館の改築工事設計
業務等を行います。

統合中学校建設事業 612，058千円
　教育環境を整備するため、外構整備やグラウンドの工事
等を行います。

車力中学校建設事業 151，886千円
　教育環境を整備するため、旧校舎や体育館の解体、外構
整備等を行います。

文化・スポーツ参加団体等助成事業 12，974千円
　関係団体と連携を図りながら、生涯スポーツを通じた健
康づくりの推進と交流の活性化のために、補助を行います。

　温泉を活用した健康増進施設の整備など、高齢者はもとよ
り市民誰もがいつまでも健康でいきいきとした暮らしを送る
ことができる環境づくりを推進します。
　また、安心して子どもを生み育てることのできるまちづく
りに向け地域全体で取り組み、環境問題では、計画的なゴミ
処理事業を実施、コミュニティバスの運行等、快適で便利な
地域社会の形成に取り組みます。

交通対策事業 12，866千円
　市内公共交通網を確保するため、乗合バス、廃止路線代
替バスによる交通手段の確保に努めます。

交通安全対策費 9，311千円
　交通安全関係団体が連携し交通事故防止対策に努められ
るよう交通安全施設工事や関係団体に補助を行います。

防災行政用無線統合整備事業 86，784千円
　旧 5町村の防災行政用無線の統一化を図るため、統合整
備工事を行います。

温泉管理事業 36，605千円
　健康増進施設を維持するため車力ウェルネスセンターの
改修を行います。

介護・訓練等給付事業 468，000千円
　障害者自立支援法に基づいて介護や機能訓練等のサービ
スに努めます。

福祉手当給付事業 25，077千円
　福祉にやさしいまちづくり推進のため日常生活において、
介護を必要とする方に対して手当を支給します 

児童手当支給事業 249，240千円
　小学 6年生までの児童を対象に、児童手当を支給します。
（所得制限あり）

ひとづくりへの取り組み

安心・快適・便利な地域社会への取り組み
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市債残高（一般会計）

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度

（千円）

0 10,000,000 20,000,000 30,000,000 40,000,000

 16 年度 17年度 18年度 19年度 20年度

■残高 31,557,869 32,245,248 32,352,051 33,020,776 34,143,154

　※平成 20年度は３月補正予算までの残高です。

当初予算額（一般会計）
（千円）

16年度

0 5,000,000

16年度

19,278,019

10,000,000 15,000,000 20,000,000 25,000,000

17年度

18年度

19年度

20年度

21年度

■予算額 20,278,000 19,896,000 21,900,000 21,670,000 21,570,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

道路新設改良事業 665，708千円
　地域経済の振興と雇用対策を推進するため、生活環境基盤
路線である市道の整備を行います。

除雪対策事業 350，011千円
　冬期間の市民の安全確保に取り組むため、除排雪業務や防
雪柵設置工事を行います。

住宅対策事業 199，169千円
　新しい生活空間の整備や老朽化した住宅の改修工事等を行
い、入居者の生活の質の向上や安全確保に努めます。

救急救命対策事業 91，328千円
　救急体制の充実を図るため、救急救命士の育成や高規格救
急車の整備を行います。

消防力向上対策事業 122，643千円
　市民の生命・財産・安全を確保するため、消防ポンプ自動
車等を配備します。

消防施設整備事業 162，999千円
　市民を火災や災害等から守るため、防火水槽建設工事やコ
ミュニティ消防センター（南広森、大畑）等の建設を行います。

放課後児童クラブ事業 22，940千円
　保護者の労働等によって昼間、家庭に誰もいない児童へ
遊びと生活の場を提供し、家庭の支援及び児童の健全育成
の推進に努めます。

母子衛生事業 25，644千円
　安心して出産を迎えられるよう妊婦健康診査を5回から1
4回に拡充し、妊娠中の経済的負担を軽減します。

塵芥処理事業 107，464千円
　ごみ焼却施設の運転管理やごみ収集運搬業務、分別処理
業務等を行います。

地域振興対策事業 42，643千円
　深刻な雇用情勢対策として、つがるブランド商品の開発
やマーケットを開拓する企業等で、新規雇用をする際の賃
金等を助成します。

商工業対策事業 55，700千円
　中心市街地の活性化対策に取り組み、中小企業の経営安
定や産業の振興を行います。

観光対策事業 19，103千円
　観光資源の開発、宣伝活動やイベントを開催し、魅力あ
るまちづくりを促進するための補助を行います。

広報事業 6，597千円
　広報紙の内容充実を図り、市政の方向性や事業の進捗状
況等の情報公開に努めます。

財政健全化対策 733，900千円
　健全な財政運営を推進するため、基金を積み立てしなが
ら地域振興に努めます。

　地域特性を活かしながら、効果的で効率性の高い行財政運
営を推進してゆくため、事務事業の効果や効率性・公平性を
内部及び外部機関によって評価するシステムの導入や指定管
理者制度の導入など、徹底した行財政改革に取り組みます。
また、行政職員の適正な定員管理による人件費の削減を推進
すると同時に、サービスの質の低下を招かないよう、職員研
修や意識改革等による業務遂行能力の質の向上を図ります。

健全な行政運営への取り組み




